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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　切断ユニットを含む切断装置であって、前記切断ユニットが、
　第１および第２の脚部（２２，２４；１２２，１２４）を備えた、切断方向（１２；１
１２）に降下可能なＵ字状のカッター担持体（２０；１２０）と、
　該カッター担持体（２０；１２０）内に切断カッター（１４；１４０）を締め付け固定
するための締め付け機構と、
を備え、
　前記カッター担持体（２０；１２０）の前記脚部（２２，２４；１２２；１２４）のそ
れぞれに、１つの前記切断カッター（１４；１１４）を着脱可能に受容するための固定個
所（２８，３０，３２，３４；１２８，１３０，１３２，１３４）が設けられている、
前記切断装置において、
　前記脚部（２２，２４；１２２；１２４）のそれぞれに２つの前記固定個所（２８，３
０，３２，３４；１２８，１３０，１３２，１３４）が設けられ、
　前記第１の脚部（２２；１２２）の２つの前記固定個所（２８，３０；１２８，１３０
）の一方及び前記第２の脚部（２４；１２４）の２つの前記固定個所（３２，３４；１３
２，１３４）の一方が、並びに、前記第１の脚部（２２；１２２）の２つの前記固定個所
（２８，３０；１２８，１３０）の他方及び前記第２の脚部（２４；１２４）の２つの前
記固定個所（３２，３４；１３２，１３４）の他方が、それぞれ１つの固定個所ペアを形
成し、
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　前記固定個所ペアがそれぞれ、１つの前記切断カッター（１４；１１４）をカッター担
持体の降下運動に対し斜めの個所で保持するために適しており、
　各固定個所ペアが、前記締め付け機構により変位可能な前記固定個所（２８，３０；１
２８，１３０）を有していること、及び
　各固定個所ペアが、２つの前記固定個所の間に結合線を形成し、前記固定個所ペアの２
つの結合線が前記Ｕ字状のカッター担持体（２０；１２０）の内側で交差していること、
を特徴とする切断装置。
【請求項２】
　各固定個所ペアの２つの前記固定個所（２８，３０，３２，３４；１２８，１３０，１
３２，１３４）の間隔が等しいことを特徴とする、請求項１に記載の切断装置。
【請求項３】
　前記固定個所（２８，３０，３２，３４；１２８，１３０，１３２，１３４）が、前記
カッター担持体（２０；１２０）の中心軸線に関して鏡対称になるように前記カッター担
持体（２０；１２０）の前記第１および第２の脚部（２２，２４；１２２，１２４）に配
置されていることを特徴とする、請求項１又は２に記載の切断装置。
【請求項４】
　各固定個所ペアが、変位可能なピンの形態の変位可能な固定個所（２８，３２；１３２
，１３４）と、堅牢なボルトの形態の変位不能な固定個所（３０，３４；１２８，１３２
）とを有していることを特徴とする、請求項１から３までのいずれか一つに記載の切断装
置。
【請求項５】
　２つの前記固定個所ペアの前記変位可能な固定個所（２８，３２；１３２，１３４）が
１つの共通の締め付け機構を用いて操作可能であることを特徴とする、請求項１から４ま
でのいずれか一つに記載の切断装置。
【請求項６】
　第１の固定個所ペアの前記変位可能な固定個所（２８）が前記カッター担持体（２０）
の前記第１の脚部（２２）に設けられ、第２の固定個所ペアの前記変位可能な固定個所（
３２）が前記カッター担持体（２０）の前記第２の脚部（２４）に設けられていることを
特徴とする、請求項１から５までのいずれか一つに記載の切断装置。
【請求項７】
　第１の固定個所ペアの前記変位可能な固定個所（１３２）が前記カッター担持体（１２
０）の１つの脚部（１２４）に設けられ、第２の固定個所ペアの前記変位可能な固定個所
（１３４）が前記第１の固定個所ペアの前記変位可能な固定個所（１３２）と同じ、前記
カッター担持体（１２０）の前記１つの脚部（１２４）に設けられていることを特徴とす
る、請求項１から５までのいずれか一つに記載の切断装置。
【請求項８】
　前記締め付け機構（３６）がレバー装置（３８）を有し、第１の固定個所ペアの前記固
定個所（２８）と第２の固定個所ペアの前記変位可能な固定個所（３２）とが前記レバー
装置（３８）を用いて操作可能であることを特徴とする、請求項１から７までのいずれか
一つに記載の切断装置。
【請求項９】
　前記締め付け機構が偏心軸（１６０）を有し、第１の固定個所ペアの前記固定個所（１
３４）と第２の固定個所ペアの前記変位可能な固定個所（１３２）とが前記偏心軸（１６
０）を用いて操作可能であることを特徴とする、請求項１から８までのいずれか一つに記
載の切断装置。
【請求項１０】
　前記締め付け機構が前記切断カッター（１４；１１４）のための保持手段（５２；１５
２）を有していることを特徴とする、請求項１から９までのいずれか一つに記載の切断装
置。
【請求項１１】
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　少なくとも２つの孔を備えた切断カッターを含み、１つの前記固定個所ペアの前記固定
個所（２８，３０，３２，３４；１２８，１３０，１３２，１３４）が前記切断カッター
の前記孔を貫通するように係合することを特徴とする、請求項１から１０までのいずれか
一つに記載の切断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の上位概念に記載の切断装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　いわゆる「ギロチン」型のこのような切断装置の場合、定置のカッターを、長さを短く
させるプロファイルの上へ降下させ、その際にプロファイルが分断される。このため、カ
ッターの刃は降下運動に対し斜めにカッター担持体に固定され、カッター担持体は駆動部
により上下動することができる。この種の装置はたとえば特許文献１から公知である。
【０００３】
　基礎体と該基礎体から突出する突起物（通常、開き窓の異形枠に認められる）とを備え
たプラスチックプロファイルの不規則な横断面の場合、斜めのカッターがプラスチックプ
ロファイル上への降下の際に基礎体から突出している側部の突起物に衝突することがある
。突起物は切断装置の切断テーブル上に載らず、従って切断過程の際に切断テーブルによ
って支持されないので、カッターがプラスチックプロファイルに衝突したときに押圧力が
突起物に作用し、このため、プロファイル横断面が変形する。プロファイル横断面が変形
すると、切断が所望の切断面内で正確に行われず、プロファイルを使用前にもう一度正確
に切断しなければならないことがある。
【０００４】
　基礎体から水平方向に突出する突起物を備えたプロファイル横断面の場合、斜めの切断
が突起物の自由縁において始まるか、それとも基礎体で始まるかが重要である。もし最初
に基礎体で切断が始まって、突出している突起物の方向で切断が続行すれば、切断過程の
間のプラスチックプロファイルの変形を最小にすることができる。
【０００５】
　プラスチックプロファイルは通常押し出し成形される。プラスチックプロファイルの場
合、突出している突起物はプラスチックプロファイルの搬送方向において右側にも左側に
も発生する。
【０００６】
　切断装置は押し出し機を出た直後に押し出し通路内で使用されることが多いので、長さ
を短くされるプロファイルの供給は切断装置の片側からのみ可能である。
【０００７】
　このため、突出している突起物がどちらの側にあるかに応じて、切断装置の斜めのカッ
ターの配向をプラスチックプロファイルに整合させねばならない。
【０００８】
　この問題を解消するため、特許文献２は、回転可能に支持されているテーブル板の直前
で、斜めに設置したカッターを該カッターの降下運動方向に対し平行に延びている軸線の
まわりに１８０゜回転させることを提案している。
【０００９】
　押し出されたプラスチックプロファイルの搬送方向において右側または左側に突出して
いる突起物を備えたプラスチックプロファイルを切断することを可能にするこの装置は、
構造が比較的複雑である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】独国実用新案登録第２０１１０７９４Ｕ１号
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【特許文献２】独国実用新案登録第２０１２００５９４３Ｕ１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の課題は、押し出されたプラスチックプロファイルの搬送方向において右側また
は左側に突出している突起物を有するプラスチックプロファイルの長さを短くさせる切断
装置を改良することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　この課題は、本発明によれば、切断ユニットを含む切断装置であって、前記切断ユニッ
トが、第１および第２の脚部を備えた、切断方向に降下可能なＵ字状のカッター担持体と
、該カッター担持体内に切断カッターを締め付け固定するための締め付け機構とを備え、
前記カッター担持体の前記脚部のそれぞれに、１つの前記切断カッターを着脱可能に受容
するための固定個所が設けられている前記切断装置において、前記脚部のそれぞれに２つ
の前記固定個所が設けられ、前記第１の脚部の２つの前記固定個所の一方及び前記第２の
脚部の２つの前記固定個所の一方が１つの固定個所ペアを形成し、また、前記第１の脚部
の２つの前記固定個所の他方及び前記第２の脚部の２つの前記固定個所の他方が別のもう
１つの固定個所ペアを形成し、固定個所ペアがそれぞれ、１つの前記切断カッターをカッ
ター担持体の降下運動に対し斜めの個所で保持するために適しており、各固定個所ペアが
、前記締め付け機構により変位可能な前記固定個所を有していることによって解決される
。
【００１３】
　本発明による切断装置を用いると、切断カッターを、カッター担持体の降下運動に対し
斜めの２つの異なる個所で保持することが可能である。それぞれ１つの固定個所ペアの、
締め付け機構を用いて変位可能な固定個所は、切断カッターが切断装置内で確実に締め付
け固定される用を成す。
【００１４】
　切断装置の有利な実施形態では、各固定個所ペアの２つの固定個所の間隔が等しい。そ
の結果、同じ切断カッターを、２つの固定個所ペアによって設定される２つの切断位置で
保持し、固定することができる。
【００１５】
　さらに、各固定個所ペアが、２つの固定個所の間に結合線を形成し、固定個所ペアの２
つの結合線がＵ字状のカッター担持体の内側で交差していれば、有利である。このように
構成すると、２つの固定個所ペアは、カッター担持体の降下軸線に対し傾斜角をもった、
異なる符号または回転方向を有する２つの固定位置を提供することができる。
【００１６】
　この場合、固定個所が、カッター担持体の中心軸線に関して鏡対称になるようにカッタ
ー担持体の第１および第２の脚部に配置されていれば、さらに有利である。このように構
成すると、両固定個所位置での傾斜角は回転方向またはその符号の点でのみ異なっており
、その結果同一の品質をもった鏡対称なプラスチックプロファイルを切断することができ
る。
【００１７】
　各固定個所ペアが、変位可能なピンの形態の変位可能な固定個所と、堅牢なボルトの形
態の変位不能な固定個所とを有しているのが有利である。
【００１８】
　好ましくは、変位可能なピンと堅牢なボルトとはほぼ同じ径を有し、その結果変位可能
なピンと堅牢なボルトを挿入可能な孔を備えた切断カッターを転向（リバース）すること
が可能である。これにより切断カッターの寿命が著しく向上する。
【００１９】
　有利な実施態様では、２つの固定個所ペアの変位可能な固定個所は１つの共通の締め付
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け機構を用いて操作可能である。これは、切断装置の比較的簡潔な構成を可能にする。
【００２０】
　有利な実施態様では、第１の固定個所ペアの変位可能な固定個所はカッター担持体の前
記第１の脚部に設けられ、第２の固定個所ペアの変位可能な固定個所はカッター担持体の
第２の脚部に設けられている。
【００２１】
　択一的な実施態様では、第１の固定個所ペアの変位可能な固定個所はカッター担持体の
１つの脚部に設けられ、第２の固定個所ペアの変位可能な固定個所は第１の固定個所ペア
の変位可能な固定個所と同じ、カッター担持体の前記１つの脚部に設けられている。
【００２２】
　これにより、変位可能なピンを操作することができる多数の異なる締め付け機構が得ら
れる。
【００２３】
　従って、締め付け機構がレバー装置を有し、第１の固定個所ペアの固定個所と第２の固
定個所ペアの変位可能な固定個所とがレバー装置を用いて操作可能であるのが有利である
。
【００２４】
　これとは択一的に、締め付け機構は偏心軸を有し、第１の固定個所ペアの固定個所と第
２の固定個所ペアの変位可能な固定個所とは偏心軸を用いて操作可能である。
【００２５】
　有利な更なる構成では、切断カッターを切断方向に対し横方向に保持するため、すなわ
ち長さを短くされるプロファイルの搬送方向に保持するため、締め付け機構は切断カッタ
ーのための保持手段を有している。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
　本発明の有利な実施形態を、添付の図面を用いて詳細に説明する。
【図１】第１実施形態による切断装置の一部分の斜視図である。
【図２】図１に図示した切断装置のカッター担持体の縦断面図である。
【図３】図１および図２に図示したカッター担持体のベースの平面図である。
【図４】第２実施形態による切断装置の一部分の斜視図である。
【図５】第２実施形態による切断装置の一部分の他の斜視図である。
【図６】第２実施形態によるカッター担持体の横断面図である。
【図７】第２実施形態による切断装置の部分図である。
【図８】第２実施形態によるカッター担持体のベースの平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　図１は切断装置１０の一部分を示すもので、切断装置１０は切断ユニット１２を含み、
切断ユニット１２は、これに固定された切断カッター１４と切断テーブル１６とを備えて
いる。切断テーブル１６には切断隙間１８が設けられている。
【００２８】
　図１では、また他の図でもそうであるが、２つの切断カッター１４が図示されているが
、切断装置の作動時には、図示した２つのカッターのうちの一方のカッターのみが取り付
けられる。図１に図示した２つの切断カッターは、後述するように２つの異なる切断位置
を示しているにすぎない。
【００２９】
　図１は、切断ユニット１２と切断テーブル１６とを、長さを短くさせるプラスチックプ
ロファイル１９とともに前方から見た図であり、すなわちプラスチックプロファイル１９
の搬送方向に見た図である。切断ユニット１２は、降下可能なほぼＵ字状のカッター担持
体２０を含み、カッター担持体２０は第１の脚部２２と、第２の脚部２４と、ベース２６
とを備えている（図２を参照）。
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【００３０】
　切断装置１０はプラスチックプロファイル１０の長さを短くさせるために用いる。この
場合、切断ユニット１２を切断カッター１４とともに切断テーブル１６の方向に降下させ
る。切断カッター１４は切断ユニット１２の降下軸線に対して傾斜するように方向づけら
れ、好ましくは４５゜と７５゜の間の角度で傾斜しており、その結果切断テーブル１６の
テーブル面に対し傾斜している切断カッター１４は、まず切断テーブル上にあるプラスチ
ックプロファイル１９の１つのエッジ側に進入し、その後プラスチックプロファイル１９
を切断する。その際、切断カッター１４は切断隙間１８を通って下方へ案内される。
【００３１】
　特に図２で認められるように、第１の脚部２２には２つの固定個所２８，３０が設けら
れ、第２の脚部２４には２つの固定個所３２，３４が設けられている。第１の脚部２２の
固定個所２８と第２の脚部２４の固定個所３２とは変位可能なピンとして形成され、他方
第１の脚部２２の固定個所３０と第２の脚部２４の固定個所３４とは位置固定のボルトと
して形成されている。
【００３２】
　第１の脚部２２の変位可能なピン２８と第２の脚部２４のボルト３４とは第１の固定個
所ペアを形成している。第２の変位可能なピン３２と第１の脚部２２のボルト３０とは第
２の固定個所ペアを形成している。各固定個所ペアは、切断カッター１４を所定の切断位
置で保持するために適している。
【００３３】
　各固定個所ペアは、２つの固定個所２８，３４または３２，３０の間の結合線を形成し
、その際これら固定個所ペアの２つの結合線はＵ字状のカッター担持体２０の内側で交わ
っている。
【００３４】
　従って、１つの切断カッター１４は２つの異なる切断位置でカッター担持体２０に固定
することができ、その際この切断カッターは、第１の切断位置では水平位置に比べて時計
方向に偏向しており、第２の切断位置では水平位置に比べて反時計方向に偏向している。
【００３５】
　図１に図示した２つのカッター１４は２つの位置を説明するもので、すなわち１つの切
断カッター１４が第１の固定個所ペアを用いて、または、第２の固定個所ペアを用いて保
持される２つの位置を説明するものである。
【００３６】
　変位可能なピン２８とボルト３４との間隔と、変位可能なピン３２とボルト３０との間
隔とは、等しく、その結果同じ切断カッター１４を両切断位置で保持、固定することがで
きる。
【００３７】
　この場合切断カッター１４は、変位可能なピン２８，３２によってもボルト３４，３０
によっても係合されることに適した複数の孔を有している。
【００３８】
　固定個所２８，３０，３２，３４は切断面に対し平行な面内にあり、その結果固定個所
２８，３４または３０，３２に固定される切断カッター１４は、切断装置１４をさらに偏
向することなく、切断隙間１８と相互作用することができ、すなわち切断隙間に進入する
ことができる。
【００３９】
　固定個所２８，３０，３２，３４はカッター担持体２０の中心面に関し、特に両脚部２
２，２４の内面に関し鏡対称に配向されている。これにより切断カッター１４は、どの切
断位置に固定されているかに関係なく、同じ角度で、長さを短くされるプラスチックプロ
ファイル１９に当たる。
【００４０】
　切断装置１０は、さらに、たとえば液圧または空気圧で操作可能な締め付け機構３６を
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有し、該締め付け機構はカッター担持体２０の上方にある２つのシリンダ３８ａ，３８ｂ
を備えている。これらのシリンダはそれぞれ、回転可能に支持されているレバーアーム４
０ａまたは４０ｂに作用する。回転可能なレバーアーム４０ａ，４０ｂは第１の脚部２２
または第２の脚部２４に沿って配向されて、締め付け機構３６を用いて同期操作される。
【００４１】
　各回転可能なレバーアーム４０ａ，４０ｂは変位可能なピン２８，３２と結合されてい
る。
【００４２】
　さらに、カッター固定機構４２が設けられている（図３を参照）。カッター固定機構４
２は２つの固定ユニット４４ａ，４４ｂを含み、これらの固定ユニットはそれぞれ脚部２
２または２４に配置されている。各固定ユニット４４ａ，４４ｂもシリンダ４６ａ，４６
ｂと、該シリンダ４６ａ，４６ｂと枢着結合されているロッド４８ａ，４８ｂとを含み、
該ロッドには、これに対し垂直に回転可能なバー５０ａ，５０ｂが配置され、この場合回
転可能なバー５０ａ，５０ｂはそれぞれカッター担持体２０の第１の脚部２２または第２
の脚部２４に対しほぼ平行に配向されている。
【００４３】
　各バー５０ａ，５０ｂは、固定個所２８，３０，３２，３４の高さに、保持フラップ５
２の形態の保持要素を有している（図１を参照）。
【００４４】
　変位可能なピン２８，３２が非締め付け位置、すなわち非ロック位置にあるとき、各固
定個所ペア２８，３４または３０，３２の間隔は、切断カッター４０を、適当な孔でもっ
て、第１の固定個所ペアによって形成される第１の切断位置または第２の固定個所ペアに
よって形成される第２の切断位置で受容するように設定されている。
【００４５】
　切断カッター１４が第１の固定位置にあるとき、たとえば第１の固定個所ペアの固定個
所２８と３４にあるとき、シリンダ３８ａ，３８ｂは図示していない制御機構を用いて操
作されて、それぞれのレバーアーム４０ａまたは４０ｂに対し力を作用させる。レバーア
ーム４０ａ，４０ｂは回転し、その結果レバーアーム４０ａまたは４０ｂと結合されてい
るシリンダ２８または３２が変位する。これによって切断カッターはその長手軸線に関し
て切断装置１０内で締め付け固定される。
【００４６】
　締め付け機構３６のシリンダ３８ａ，３８ｂとは独立に、しかしほぼ同時に、カッター
固定機構４２のシリンダ４６ａ，４６ｂが図示していない制御機構を用いて操作される。
カッター固定機構４２のシリンダ４６ａ，４６ｂはそれぞれのロッド４８ａ，４８ｂに作
用し、その結果バー５０ａ，５０ｂがそれぞれその出発位置から所定の角度だけ保持位置
へ回転する。その結果、バー５０ａ，５０ｂに配置されている保持フラップ５２は外側か
ら切断カッター１４に対し配向され、よって切断カッター１４がピン２８またはボルト３
４で確実に保持される。
【００４７】
　第１の脚部２２または第２の脚部２４と保持位置での保持フラップ５２との間隔は、切
断カッター１４の厚さよりも小さい。切断カッター１４は、保持フラップ５２を用いて、
刃先面に対し垂直に変位しないようにすべきであり、従って固定個所２８，３４から抜け
落ちないようにすべきである。しかしながら、保持フラップ５２は特に、切断カッター１
４に圧力を作用して該切断カッターをカッター担持体２０内でねじれに強いように安定化
させるために用いる。
【００４８】
　切断カッター１４を再びその出発位置から離隔させるため、カッター固定機構４２のバ
ー５０ａ，５０ｂを出発位置へ回転させる。この場合、保持フラップ５２は固定個所２８
と３４から離間するように回転し、その結果切断カッター１４にアクセスしやすくなる。
このように、切断カッター１４を再び固定個所２８と３４から離隔させるにはある角度だ
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け回転させねばならない。
【００４９】
　バー５０ａ，５０ｂの回転運動とは独立に、レバーアーム４０ａと４０ｂをその非締め
付け位置へ回転させる。その結果変位可能なピン２８はその非締め付け位置へ戻ることが
でき、この非締め付け位置で切断カッター１４を両固定個所２８，３４から離間させるこ
とが可能である。
【００５０】
　この時点で切断カッター１４を新しい切断カッターと交換し、またはリバースさせ、ま
たは第２の切断位置へもたらすことができる。
【００５１】
　切断カッターを第２の切断位置へもたらして、変位可能なピン３２およびボルト３０に
固定するため、締め付け機構３６を上述の態様と同じ態様で操作する。切断カッター１４
を締め付け固定するには、第２の固定個所ペアのピン３２をレバーアーム４０ｂを用いて
変位させ、切断カッター１４を第２の切断位置で保持するには、回転可能なバー５０ａ，
５０ｂに設けた保持フラップ５２を回転させる。
【００５２】
　図示した実施形態の場合、複数のシリンダ３８ａ，３８ｂは１つの共通の操作ユニット
を用いて起動され、その結果レバーアーム４０ａ，４０ｂは、よってピン２８または３２
は同調して操作される。これは、カッターを締め付け固定する際に、カッターを担持して
いないピン３２または２８も操作されることを意味している。
【００５３】
　しかしながら、他の実施形態では、シリンダ３８ａ，３８ｂは互いに独立に制御するこ
ともでき、その結果カッターを担持しているピン２８または３２のみが変位する。
【００５４】
　図４ないし図８は切断装置１１０の第２実施形態を示すもので、切断装置１１０は切断
ユニット１１２を備え、切断ユニット１１２はカッター担持体１２０を有している。この
第２実施形態では、ボルト１２８，１３０は第１の脚部１２２に配置され、変位可能なピ
ン１３２，１３４は第２の脚部１２４に配置されている。ボルト１２８と変位可能なピン
１３４とは第１の固定個所ペアを形成し、従って第１の切断位置を提供する。ボルト１３
０と変位可能なピン１３２とは第２の固定個所ペアを形成し、よって第２の切断位置を提
供する。
【００５５】
　同じ切断カッターを２つの切断位置に固定するために、第１の固定個所ペアのボルト１
２８と変位可能なピン１３４との間隔は、第２の固定個所ペアのボルト１３０と変位可能
なピン１３２との間隔に対応している。
【００５６】
　さらに、固定個所１２８，１３０，１３２，１３４はカッター担持体１２０の中心面に
関し、特に両脚部１２２，１２４の内面に関し鏡対称に配向され、切断面に対し平行な面
内にある。
【００５７】
　変位可能な両ピン１３２，１３４を変位可能にさせるための締め付け機構１３６は、シ
リンダ１３８を含み変位可能なピン１３２，１３４が設けられている脚部１２４に沿って
配置されるシリンダ１３８と、枢着部１５８と、該枢着部１５８と結合されている偏心軸
１６０とを含んでいる。
【００５８】
　変位可能なピン１３２，１３４は回転可能に支持され、この場合角変位可能なピン１３
２，１３４には、その回転軸線に対し垂直に、偏心軸１６０と相互作用するピン状部材１
６２，１６４が配置されている。
【００５９】
　さらに、カッター固定機構１４２が設けられている。カッター固定機構１４２は２つの
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固定ユニット１４４ａ，１４４ｂを含み、これら固定ユニットは、それぞれ、シリンダ１
４６ａまたは１４６ｂと、回転可能なロッド１４８ａまたは１４８ｂと、該回転可能なロ
ッド１４８ａまたは１４８ｂに対し垂直に配置されている回転可能なバー１５０ａまたは
１５０ｂとを備え、この場合回転可能なバー１５０ａ，１５０ｂはそれぞれ、カッター担
持体１２０の第１の脚部１２２または第２の脚部１２４に対しほぼ平行に配向されている
。
【００６０】
　両シリンダ１４６ａ，１４６ｂは、カッター担持体１２０のベース１２６の上方に該ベ
ース１２６に沿って配置されている。
【００６１】
　各ピン状部材１５０ａ１５０ｂは、固定個所１２８，１３０，１３２，１３４の高さに
、保持フラップ１５２の形態の保持要素を有している。
【００６２】
　切断カッターがその所望の切断位置に配置されていれば、締め付け機構１３０を図示し
ていない制御機構を用いて操作して、シリンダ１３８を起動させる。シリンダ１３８は枢
着部１５８に作用して偏心軸１６０を回転させ、その結果ピン状部材１６２，１６４が変
位可能なピン１３２，１３４を上方または下方へ、脚部の軸線の方向へ変位させる。この
ようにして、第１の切断位置または第２の切断位置にある切断カッターが締め付け固定さ
れる。
【００６３】
　締め付け機構１３６のシリンダ１３８とは独立に、しかしほぼ同時に、カッター固定機
構１４２のシリンダ１４６ａ，１４６ｂを図示していない制御機構を用いて操作する。カ
ッター固定機構１４２のシリンダ１４６ａ，１４６ｂはそれぞれの枢着部１４８ａ，１４
８ｂに作用し、その結果バー１５０ａ，１５０ｂはそれぞれその出発位置から所定の角度
だけ保持位置へ回転し、該保持位置で切断カッター１１４はピン１３２，１３４またはボ
ルト１２８，１３０で保持される。
【００６４】
　切断カッターを切断装置１１２から除去するには、逆方向に操作を行う。
【００６５】
　液圧または空気圧で操作される締め付け機構またはカッター固定機構の代わりに、たと
えば電気のような他の態様で操作される締め付け機構またはカッター固定機構を使用して
もよい。
【符号の説明】
【００６６】
　１，１１０　　　　　　切断装置
　１２，１１２　　　　　切断方向
　１４，１１４　　　　　切断カッター
　２０，１２０　　　　　カッター担持体
　２２，１２２　　　　　第１の脚部
　２４，１２４　　　　　第２の脚部
　２８，３２；１２８，１３２　　　　ピン（変位可能な固定個所）
　３０，３４；１３０，１３４　　　　ボルト（位置固定の固定個所）
　３８　　　　　　　　　レバー装置
　５２；１５２　　　　　保持フラップ（保持手段）
　１６０　　　　　　　　偏心軸
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